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※全体として
＊本提言は、推進協議会が東京都に対して出す提言である。東京都は、この提言をもと　に障害者福祉計画を見直すとされている。
＊それだけに、現状を直視し、障害者と家族の声を生かした提言にしなければならない。
＊それにしては、東京都の施策の説明などが多すぎないか。東京都の施策の説明でなく、障害者自立支援法など新しい展開の中で、今後東京都が何をすべきかを提言すること　が主旨ではないか。少なくとも、施策の説明部分と提言は分けて明記すべきである。
＊本推進協議会には、障害者団体の委員が多く参加している。東京都が障害者団体の委　員を多数任命し、活発な審議を行ったことは評価できる。私もその一人の委員として　限られた時間であったが、私の知る限りの現状を踏まえ審議に参加し、発言した。
＊ところが、提言案に委員の発言等が反映されているか、疑問な点も多い。
※障害者自立支援法について
＊自立支援法は「改革の理念や今後の施策の方向性として評価できるものである」と、　いつ本推進協議会で合意したのか。自立支援法については、様々な意見が交わされた。
　特に、当事者団体から自立支援法のもとで困難を強いられている実態が多く出された。これらを多く受け止め、提言に生かすべきである。
＊３ページの自立支援法記述も、評価か解説か曖昧であり、一部的な見方である。
＊この間、二年続けて負担軽減を軸とする「特別対策」「緊急措置」が取られたのは、　自立支援法に大きな矛盾があり、それに対する障害者と家族の悲鳴に近い声の表れで　ある。
※現行計画について
＊現行計画に対する本推進協議会の提言の役割は、経緯や内容、実施状況だけでなく、
　評価を記すべである。特に、自立支援法のもとで、様々な困難の中にあった障害者に　対して東京都として果たすべき役割を取れたのか、厳しく評価すべきである。
＊その上で、第２期障害者福祉計画の基本方向が提起されるべきである。
※東京都が行うべきもの
＊これまで東京都が先進的に行ってきた事業も地域生活支援事業に移行されたため様々な問題が生じている。区市町村への助成を東京都として行うとともに、東京都独自制　度を継続・発展させるべきである。
＊作業所など福祉関係で働く人材の不足は深刻なものである。また、継続して働けるよ　うにしなければならない。サービス推進費を継続させるなど、福祉関係で働く人の保　障を都独自にも推進していかなければならない。
＊グループホームへの助成の継続し、利用者の負担軽減、運営の安定化を図ること。
＊相談支援従事者研修を拡充すること。
＊都営住宅は絶対量が不足している。地域移行促進を打ち出すならば、それに見合う具　体的な数量も提起すべきである。
＊民間住宅に入居している者に対する助成もすべきである。
＊住宅改造費の助成
＊共同作業所や学童保育グループなどを新体系への移行のみでなく、通所訓練補助事業　の継続など東京都独自制度を生かした施策と総合的に推し進めるべきである。
※国に求めるもの
＊応益負担の撤廃
＊報酬単価の引き上げ。日割り計算の見直し。
＊従来の介護人派遣制度をの良さを生かす。
＊障害児学童保育グループを法的に位置づけること。
＊障害程度区分を抜本的に見直すこと。
　以上書いてみたが、資料を受け取り、総合的判断をするには余りにも時間が短い。
　検討し、意見を出す時間を与えられたい。
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